
 

～事業会社向け～ 

『反社会的勢力排除体制』総点検 

平成 15 年 10 月弁護士登録（東京弁護士会），馬場・澤田法律事務所パートナー。中央大学法学部
卒，東京弁護士会民事介入暴力対策特別委員会副委員長，20 年 4 月～23 年 3 月双日株式会社法
務部出向。訴訟を中心とした係争処理業務を中心に，社内弁護士や社外役員としての経験を活かし
た企業向けの法務研修や相談業務などを広く扱っている。特に，民事介入暴力対策特別委員会に長
く所属し，民暴案件対応、企業に向けた社内体制の整備や助言は専門分野の一つ。 

反社会的勢力排除に向けた社内体制の整備は企業に欠かせないプログラムの一つです。金融機関を中心に反社対応が高

度化している一方で、事業会社では未だに「何を」、「どこまで」行うべきかを悩む企業が少なくありません。しかし，事業会社にお

いても反社対応は必須のプログラムであり、最近でも事業会社における反社絡みの不祥事が注目を集めています。 

そこで、本セミナーでは普段あまり議論されることのない事業会社向けに、反社会的勢力排除に向けた取組として「何を」、

「どこまで」行うべきかを具体的に提案し、指針となるべき行動基準を示す予定です。 

講  師 

 

●日 時●  ２０１６年１０月３日（月）１３：００～１７：００ 

●会 場●  企業研究会セミナールーム（東京：麹町） 

～ 事業会社に求められる「反社会的勢力排除に向けた体制」の勘所 ～ 

 

10/3 

（月） 

１３：００ 

１．今こそ、『反社会的勢力排除体制』の総点検を行うべき理由 

（１）最近の暴力団情勢と企業対応の実際 

（２）反社排除に向けた企業対応の流れ 

   ・企業指針の公表と暴力団排除条例について 

・最近の事件・報道について 

（３）企業指針に関するアンケート結果から見えてくる現状 

２．暴排条例と最新裁判例の紹介 

（１）東京都暴力団排除条例の解説 

（２）最新裁判例について 

３．事業会社に求められる反社排除体制とは 

（１）反社会的勢力による事業企業への食い込み方 

～企業は何を基準に反社体制を構築すべきか～ 

（２）「脇の甘い」企業と見られないために必要なこと 

   ～反社の行動原理から考える『反社会的勢力排除体制』～ 

（３）失敗事例について 

（４）まとめ／事業会社に求められる反社排除に向けた具体的取組 

４．暴力団排除条項／契約書の見直し 

  ～暴力団排除条項は、どこまで見直しが必要か～ 

（１）企業指針、暴排条例から求められる暴力団排除条項とは 

（２）最近の暴力団排除条項について 

（３）暴力団排除条項チェックシート 

５．契約審査（反社チェック） 

（１）企業指針、暴排条例から求められる反社チェックとは 

（２）最近の企業対応とチェックシートを使った留意点の確認 

６．社内体制の構築と社員研修 

（１）企業指針、暴排条例から求められる社内体制、社員研修とは 

（２）グループ企業に必要な社内体制、社員研修とは 

（３）最近の企業対応とチェックシートを使った留意点の確認 

７．質疑応答 

※最少催行人数に満たない場合には、開催中止とさせて頂く場合がございます。 

開催にあたって 

161468-0303   『反社会的勢力排除体制』総点検 

３４，５６０円（本体価格 ３２，０００円） 

税込・資料代含 

１７：００ 

～事業会社向け～ 『反社会的勢力排除体制』総点検 

３７，８００円（本体価格 ３５，０００円） 

■参加要領：申込書はＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mailにてお送り下さい。当会ホームページからもお申込み頂けます。 

後日（開催日１週間～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 

※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HPにてご確認いただけます。（[TOP]→[公開セミナー]→[よくあるご質問]） 

※最少催行人数に満たない場合は、中止とさせていただくこともありますので、ご了承下さい。 

■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 公開セミナー事業グループ 担当／民秋・川守田 E-mail:tamiaki@bri.or.jp 

 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2麹町 M-SQUARE 2Ｆ 
 

馬場・澤田法律事務所 弁護士 手打寛規 氏 
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